

様式第１号
堺市先端設備等導入支援補助金交付申請書
　　年　　月　　日

堺　市　長　　様

申請人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地　　○○県○○市○○1丁2-3　　　　 
事業者名　　株式会社○○○○　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　代表取締役　○○　○○　　　
令和○年度堺市先端設備等導入支援補助金について、次のとおり補助を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

	補助金交付申請額
	○○○,○○○円

	申請理由
	本補助金を活用して先端設備等である○○○○を導入することにより、労働生産性の向上を図るため、交付申請を行うもの。

	事務担当者
	担当部署：　○○部○○課　　　　　　　　　　　　　　
担当者職氏名：係長　○○　○○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電　話：　000-0000-0000 　　　　ＦＡＸ：　000-0000-0000 　　　　
e-mail：　0000000@0000.co.jp　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	添付書類
	１　役員情報届出書（様式第２号。法人に限る。）
２　補助対象事業の内容（様式第３号）
３　補助対象経費に係る見積書その他これに相当する書類の写し

４　本市において認定された先端設備等導入計画に係る認定通知書の写し

５　補助事業と同一の事業内容で国又は他の地方公共団体その他公的機関

からの補助を受け、又は受ける予定である場合は、当該補助事業に係る

交付決定通知書又は交付申請の内容が分かる資料その他これに相当する

書類の写し
６　その他市長が必要と認める書類

	誓約事項及び
同意事項
	☑　私（申請者及び共同申請者。以下同じ。）は、補助金交付申請の内容に一切の虚偽がないことを誓約します。また、提出書類の内容について、堺市が関係先に確認することに同意します。
☑　私は、堺市税の滞納が無いことを誓約します。
☑　私は、上記事項について、虚偽であることが判明した場合は補助金の交
付を受けられないことに対し、異議を申し出ません。


様式第２号　　　　　　　
役員情報届出書
年　　月　　日
堺市長　　様

申請者
事業者名　　　株式会社○○○○
代表者職氏名　代表取締役　○○　○○
　　
堺市補助金交付規則第４条の規定により、補助金の交付申請を行うに当たり、次のとおり役員情報を届け出ます。なお、記載内容に変更が生じた場合は、変更の内容及び理由を記載し、その都度、速やかに届け出ます。
	《役員情報》
（ふりがな）　　（　○○　○○　　　　　　　　　　　　　　　　）
役 員 等 氏 名：　○○　○○
生  年  月  日：　○○年○○月○○日
住　　　　　所：　○○県○○市○○1丁2-3
　
（ふりがな）　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
役 員 等 氏 名：
生  年  月  日：
住　　　　　所：
（ふりがな）　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
役 員 等 氏 名：
生  年  月  日：
住　　　　　所：
（ふりがな）　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
役 員 等 氏 名：
生  年  月  日：
住　　　　　所：


（注）１　法人登記をしている団体については、登記簿上の役員を記入してください。
２　この名簿は、堺市補助金交付規則第２４条の該当の有無を確認するため、使用させていただく場合があります。

	≪変更の場合：理由≫


様式第３号

補助対象事業の内容
１　企業規模

	企業規模
	☑小規模企業者（※）　　□その他中小企業者

	常時使用する従業員数
	18人

	主たる業種（日本標準産業分類の中分類）
	金属製品製造業


※「小規模企業者」とは、常時使用する従業員の数が20人（商業又はサービス業に属する事業を主
たる事業として営む者については、5人）以下の事業者をいう。
２　他の補助金等への申請状況

	申請状況
	□申請する予定がない（※以下記載欄については回答不要）
□採択済み　　☑申請中（結果待ち）　　□申請予定
（補助金名称：○○○○補助金）

	誓約事項
どちらかに☑を入れてください
	□　私は、他の補助金等の採択を受けている、申請している又は申請する予定がある場合、当該補助金の実施主体に対し、国庫支出金（物価高騰対応重
点支援地方創生臨時交付金）を原資とする地方自治体の補助金との併用が可能であることを確認したことを誓約します。
□　私は、他の補助金等の採択を受けている、申請している又は申請する予定があり、当該補助金の実施主体に対し、国庫支出金（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）を原資とする地方自治体の補助金との併用が不可能であることを確認したため、双方から採択又は交付決定を受けた場合には、いずれか一方を辞退することを誓約します。


３　対象先端設備等の一覧表
	設備の種類
	設備名／型式
	取得金額（円）
	取得予定時期
	取得金額の支払完了予定時期

	機械及び装置
	NC旋盤／
AAA-○○○
	15,000,000
	令和8年5月
	令和8年6月

	器具及び備品
	三次元測定器／
XYZ○○
	10,000,000
	令和8年7月
	令和8年8月

	ソフトウェア
	生産管理システム／ABC○○○
	5,000,000
	令和8年7月
	令和8年8月

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※取得金額は、消費税及び地方消費税を除いた金額を記載すること。
４　補助対象経費の計算

	設備名／型式
	①取得金額（円）
	②国等の補助額（円）
	③その他
補助対象外経費（円）
	補助対象経費（円）
（①－②－③）

	NC旋盤／
AAA-○○○
	15,000,000
	3,000,000
	20,000
	11,980,000

	三次元測定器／
XYZ○○
	10,000,000
	0
	0
	10,000,000

	生産管理システム／ABC○○○
	5,000,000
	1,000,000
	20,000
	3,980,000

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	30,000,000
	4,000,000
	40,000
	25,960,000


※各金額は、消費税及び地方消費税を除いた金額を記載すること。
補助対象経費に10％（小規模企業者にあっては15%）をかけた金額を記載してください。（1,000円未満は切り捨て、300万円（小規模企業者にあっては400万円）が上限です。）





取得金額は、消費税及び地方消費税を除いた金額を記載してください。





国等の補助金を受ける又は受ける予定がある場合は、その補助額（採択待ち又は申請予定の場合は申請額）を記載してください。


なお、国等の補助金を受ける予定がない場合は、「0」と記入してください。








証明書の発行手数料や行政機関へ納付する各種手数料、保守費用その他設備取得の翌年度以降に実施又は使用することを目的とする経費等を記入してください。








